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１．はじめに
２０１０年代に中国、ベトナムで流行していた豚流行性
下痢（Porcine Epidemic Diarrhea: PED）は、米国、
カナダ、メキシコ、韓国、台湾そして日本にまで越境
性に流行・拡大し、パンデミックとなった。２０００年代、
中国、韓国やベトナムでは、PEDの発生・流行が報告
されていた。一方、日本は、１９９０年代のアウトブレイ
クを機に、１９９６年にPEDが家畜伝染病予防法の届出伝
染病に指定され、筋注生ワクチンが緊急承認され、そ
の後、国内において弧発生はあるが、点（１発生農場）
から面（同時多発的感染伝播）への拡大はなく、PED
は伝染性胃腸炎（TGE）同様、コントロールできてい
ると思われた。また、２０００～２０１１年の間に発生した口
蹄疫および高病原性鳥インフルエンザのアウトブレイ
クを機に飼養衛生管理基準の見直し改訂で、農場バイ
オセキュリティが強化され、米国でのPEDのアウトブ
レイクを知りつつ、例え、日本にPEDウイルスが侵
入してもアウトブレイクはしない油断（過信）があっ
た。米国は２０１３年４月のPED初発まで、PED清浄国
であり、豚は免疫もなかった上にワクチンの開発ある
いは輸入備蓄もされていなかった。米国は、口蹄疫の
防疫に対してアグリテロ対策として国家的に強化して
おり、農場サイドでは、豚繁殖・呼吸障害症候群
（PRRS）対策がどの国よりも強化されていた。その米
国で今回のようなPEDのアウトブレイクが起きたこ
とから、口蹄疫やPRRS防疫対策とPEDの防疫対策
間には大きな違いがあることは明らかである。本稿で
は、１９９０年代と２０１３－１４年のPEDの発生背景に焦点
を当てて概説する。

２．PED発生の国内歴史
①　１９７０－８０年代の発生状況

日本における発生としては、１９７３年に導入した種豚
血清中にPEDウイルス抗体が既に検出されていた 1)。
本疾患は、１９８０年代初期、北海道、岩手県、宮城県、
千葉県、徳島県、香川県および鹿児島県で流行した。
北海道では、１５戸で発生し、豚３，５３２頭に下痢がみられ
た。岩手県では、５戸で発生し、豚４，５９３頭中２，７５６頭
（６０％）に下痢がみられ、うち哺乳豚１７９頭が死亡した。
また、２，５００頭の飼養農家では、約１週間の短期間内
にほぼ全頭（約１００％）が発症し、子豚４００頭中８０頭
（２０％）が死亡した。千葉県では、１戸で発生し、豚
２０３頭中２０２頭（９９．５％）が発症し、哺乳豚７６頭中母豚
と同時に発症した１腹１０頭（１３．２％）が死亡した。

②　１９９０年代のアウトブレイク
PEDは、１９８０年代後半沈静化していたが、１９９３年に
北海道で発生があり、５，１５２頭を飼養する一貫経営農
場で、全日齢の豚２，０７５頭（４０．３％）に下痢がみられ、
発症哺乳豚７０２頭中１５８頭（２２．５％）、発症育成豚２９８頭
中１２頭（４％）が死亡した。１９９４年、三重県で５４５頭の
哺乳豚が死亡し、鹿児島県では数千頭以上の哺乳豚が
死亡した 9)。発生農場は一貫経営で、母豚数は数十～数
千頭であり、発生期間は２～１０ヶ月間であった。発症
したのは２～１０日齢の哺乳豚と母豚であり、下痢、脱
水、嘔吐がみられ死亡したのは哺乳豚のみであった。
致死率は３０～６５％と農場によってバラツキがあった。
母豚では泌乳減少あるいは停止が主症状で、食欲不振、
発熱、嘔吐が散見された。１９９６年１～８月には、北海
道、岩手県、宮城県、秋田県、福島県、三重県、熊本
県、宮崎県および鹿児島県で発生し、全国で９道県１０２
戸、発症頭数８１，１１７頭、死亡頭数３９，５３９頭に及んだ 11)。
鹿児島県の事例では、嘔吐および下痢が哺乳豚と母豚
でしばしば認められ、下痢症状は肥育豚あるいは種雄
豚でも散見された。脱水症状あるいは死亡は哺乳豚の
みであった。母豚の泌乳減少あるいは停止はしばしば
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認められた。肥育豚では嘔吐も散見された。各ステー
ジの症状、子豚の死亡率は１９８０年代の流行時期よりも
高かった。この時期のPEDの流行・拡大の要因の一つ
が妊娠豚への強制馴致方法であった。この強制馴致は、
豚病学の聖書と称される”Diseases of swine”に今尚、
記載されている 8)、また、当時、米国や韓国の研究者が
国内養豚セミナーで推奨していた。この手法が、緊急
的に民間療法的に実行され、最悪の事態を招いた。そ
れは、分娩１～２週間前の母豚への強制馴致であった。
これは馴致ではなく、人工感染であった。感染母豚腸
内でPEDウイルスは増幅し、分娩舎環境は汚染され、
母豚の免疫賦活が成る前に分娩が始まり、娩出された
子豚は大量のウイルスに暴露された。また、母豚は感
染し、症状として、泌乳低下・停止がみられ、新生子
豚は母乳も飲めず、栄養失調・脱水症状を呈し、死を
免れなかった。また、妊娠豚への強制馴致で、食滞、
嘔吐・下痢だけでなく、時折、流産が認められた。そ
のことから流産を誘発する他の要因が考えられた。強
制馴致に投与する免疫原サンプルの検査はほとんどさ
れていなかった。PED発生５農場においてPEDと診
断された２～７日齢の１８頭の子豚の内の６頭において、
肺、扁桃、脾臓、肝臓、腎臓および心臓に加えて、十
二指腸、空腸、回腸の粘膜固有層、パイエル板あるい
は腸間膜リンパ節にPRRSウイルス抗原も検出された

（図１）。これらの結果から、PRRS陽性農場でのPED
発症子豚の腸管ミンチなどを使用した強制馴致は妊娠
豚の流産などリスクを伴うことが示唆された 10)。
１９９０年代のアウトブレイクは日本だけではなく、隣
国の韓国でも起きた。その発生形態の特徴は新生子豚
の高致死率であり、日本と同様であった。欧州では、
当時、日本や韓国のように子豚が高率に死亡するPED
流行は起きていなかったため、日本や韓国のアウトブ
レイクは東アジアのPEDの特長であり、新型PEDウ
イルスに起因する可能性が示唆された。しかしながら、
１９９４年の鹿児島県の症例から分離されたPEDウイル
ス（NK９４P ６株）は、ヨーロッパで最初に分離された
PEDウイルスのCV７７７株と抗原的に同一性状である
ことが確認された１２）。
その他、国内での豚の伝染病の発生・流行・清浄化
の歴史的背景として、オーエスキー病（AD）の流行
拡大と進行中の清浄化プロジェクト、PRRSのまん延、
豚サーコウイルス関連疾病（PCVAD）の流行拡大と
ワクチンコントロール、口蹄疫のアウトブレイクと清
浄化、豚コレラの清浄化など１９８０年代、１９９０年代から
現在まで、激動の養豚衛生の歴史がある。

③　２０１３－２０１４年のアウトブレイク
まず、２０１３－２０１４年に流行した PEDウイルスは

1. PED 7 a :
(HE ) b : PRRS

(SAB ) c : PED
SAB

a b c
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１９８０～１９９０年代の従来株とは遺伝子型の異なるアジア
や米国でアウトブレイクしている新型PEDウイルス
が原因であった 7）。さらには、米国では、やや弱毒タ
イプとされるPEDウイルスのnew variant株あるいは
PEDとは全く異なる豚デルタコロナウイルス病も流
行しており、これらはすでに日本国内に侵入している
（私信）。
２０１３年９月（確定は１０月）の沖縄県事例を初発に、

１１月の茨城県２例、続いて鹿児島県１６９件、千葉県１１１
件、宮崎県８１件、群馬県８１件、愛知県５９件、熊本県３２
件、新潟県２９件、北海道２３件、栃木県２２件、長崎県２２
件、青森県２１件、静岡県２０件、岩手県１８件、三重県１７
件、宮城県１６件、秋田県１２件、佐賀県１０件、福島県９
件、茨城県８件、愛媛県８件、大分県６件、岐阜県５
件、福岡県５件、山形県５件、沖縄県４件、香川県３
件、山梨県３件、高知県３件、富山県３件、岡山県２
件、長野県２件、埼玉県２件、石川県１件、徳島県１
件、鳥取県１件、福井県１件、神奈川県１件、広島県
１件で疑いを含めPEDの発生が報告され、累計発生３８
道県、８１７農場、発症頭数は１，２５４，１４７頭，累計死亡頭
数は３８８，１４７頭に達した（２０１４年８月３１日現在） 2)。
２０１３－２０１４年の発生形態は、１９９０年代とほぼ同様で
あったが、肥育農場あるいはエコフィード飼養農場で
の多発が目立った。また、GP農場、公的牧場や試験場
など、コマーシャル養豚場より人的、予算的にもバイ
オセキュリティ体制が強化された農場でも発生した。
さらに、２０１４年３月中旬から、農場内初発が餌付け時
の子豚であった事例が報告された。また、豚舎出入り
口近くではなく、豚舎中央部で初発がみられた事例も
あった。肥育農場の発生件数が多いのは、近年の養豚
飼養形態の変化の一つとして経営がマルチサイト化し、
肥育農場の分場化・大型化していることと、飼料の需
要や排出する糞尿量も多く、その他物流量も他ステー
ジの農場より多く、農場外の「物・品・人・車両」と
の交差が多いことも原因となっている。さらに、不顕
性感染（無症状でウイルス排泄）の肥育豚が出荷等で
移動することも大きな伝播・拡大リスクと考えられる。
農場からの豚出荷に際して、自農場のトラックの場合
は最もリスクが低く、業者トラックに依頼しても他農
場を経由しない場合もリスクは低くなる。しかし、最
も多いスタイルは、複数農場を経由して、出荷豚をま
とめて積載する場合であり、これらがクロスコンタミ
ネーションの一つであると考えられている。エコ
フィード飼養農場は、近年、未利用資源の有効活用と

して注目されており、その農場数は増加している。エ
コフィードには非加熱、加熱処理など種々の形態があ
るが、PEDウイルスは５０℃ で比較的安定であり、また
pH４．０～９．０（４ ℃）で安定である 8)ため、非加熱の場
合はウイルスが完全に不活化されていないリスクを含
んでいる。
農場内初発が餌付け時の子豚の発生事例は、２０１４年
以前には報告されていないことから、子豚への感染が
感染母豚からではなく、人工乳飼料中の豚血しょうタ
ンパクが原因として疑われた。カナダ食品検査庁が米
国産の豚血しょうタンパクを含むペレット状飼料につ
いて検査したところ、検出されたPEDウイルスに感
染能はなかった。しかしながら、その一方で、豚血
しょうタンパクから感染能を有するPEDウイルスが
検出された 3)。日本国内では米国産豚血しょうタンパ
クからPEDウイルス遺伝子は検出されたが、感染能は
認められなかった 7)。また、飼料の製造・流通工程から
ウイルス遺伝子が残存していても感染能を有している
可能性は極めて低いとされるが、「予防の原則」からい
くつかの大型養豚場は飼料メーカーに対して豚血しょ
うタンパクの未使用を求めてきた結果、２０１４年９月か
らは豚血しょうタンパクを含まない飼料の生産も開始
された。さらに、人工乳飼料の搬送・納品・保管・開
封給与の工程におけるウイルス汚染防止が注視された。
即ち、養豚場への飼料搬送にはトランスバッグや紙袋
についてはパレットに積載してフォークリフトで運ん
でいた。このトランスバッグとパレットが２０１４年４月
頃までは、PED発生農場と非発生農場間で不十分な消
毒のまま再利用されていたこともPEDウイルス伝播
の一因と指摘された。農場側の防疫として、搬送され
た紙袋飼料の保管倉庫では、ホルマリン燻蒸消毒や紫
外線殺菌照射を実施していた農場もあったが、その場
合でも露出した紙袋飼料の表面しか消毒・殺菌されて
おらず、紙袋飼料の積重なった部分は露出面より広く、
その部分にウイルスが残存・生存した可能性が考えら
れた。これらの問題点に対して、２０１４年４月を機に、
トランスバッグとパレットは再利用しない、さらに十
分なクリーニングあるいは消毒を実施したものについ
てのみ再利用することが取り決められた。また、紙袋
飼料を積重ねずに隙間を設けて立たせて、ホルマリン
燻蒸消毒あるいは開封直前に紙袋飼料の表面を個別に
噴霧消毒する対策を取る農場も現れた。
PEDは口蹄疫や高病原性鳥インフルエンザとは異

なり、家畜（法定）伝染病ではなく、届出伝染病であ
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るため、不顕性感染豚の移動伝播リスク、あるいは前
述のようなPEDウイルスの農場侵入経路が想定され
た。しかし、２０１３～２０１４年の未曽有のアウトブレイク
は想定できなかった。なぜなら、米国がそれまでPED
清浄国であったのに対して、日本はPED清浄国ではな
く、１９７０年代から散発を繰り返していた常在国であり、
国内飼養豚はTGEと同様PEDに対しても抵抗性であ
ると思われていた。ところが、国内の豚のPEDウイル
ス抗体陽性率は次のように推移していた。１９９２年６月
から１９９３年６月のPEDウイルス抗体調査では、２２/５３
農場（４１．５％）および５７/４８７頭（１１．７％）が陽性であっ
た 4)（表１）。愛知県における１９７３年から１９９７年の兼子
ら 1)の調査では、農場陽性率が０％（１９９３～１９９４年）
から１００％（１９９７年）と年によって違っていた。２００５年
から２００７年における宮﨑ら 6)の調査では、５２７/２９，３８８
頭（１．８％）が陽性であった（表１）。国内では、２００７
年以降PEDの発生報告はないことから、ほとんどの豚
においてPEDに対する免疫がなくなっていたため、日
本はむしろ極めてPED清浄国に近い状態にあったと
いうこととなる。このような状況に加えて、さらに、
PEDワクチン接種率が低く、ワクチンの製造量が少な
く調整されていた背景がある。
２０１３－２０１４年の発生の中で、PEDワクチンが効かな
い、という現場の報告があった。現行PEDワクチンは
感染防止や下痢予防ワクチンではなく、新生豚の死亡
率軽減化ワクチンである。さらに、大量のウイルス暴

露時は、その効果も低い。よって、ワクチンの使用方
法として、農場内発生中に効力を発揮するものではな
く、地域でのPED流行前に接種することが推奨され
る。沈静化後は無症状豚の流通（食肉処理場出荷、家
畜市場出荷あるいは繁殖サイトから肥育サイトへの移
動）が盛んとなる。それらの豚は症状を示さないまま、
ウイルスを排泄している不顕性感染豚の可能性もある。
そのため、それらがワクチン未接種のPED未発生農場
に侵入すると、乾いた藁に野焼きの火の粉が付いたよ
うにウイルスが増幅すると推察される。よって、事前
に母豚にワクチンを接種して抵抗力を付けておけば、
万が一のウイルス侵入時でも最小限の被害で回避出来
ると考えられる。また一方で、PED発生農場でも母豚
群の PEDへの抵抗性を維持・安定化させるために、
分娩前に２回のワクチン接種を実施することで母豚の
再感染に対する抵抗性をつけておく必要性がある。
２０１３－２０１４年の流行時、１９９０年代までにはなかった、
主要な道路において畜産関係車両の消毒ポイントが設
置された。これは口蹄疫発生時の教訓を活かした防疫
措置であるが、運送業者で消毒施設が不足している業
者には有用であった。しかし、農場に向かう飼料運搬
車、と畜場に向かう出荷豚を積んだトラック、既発生
農場と未発生農場からのトラックが消毒ポイントでク
ロスしてはならない。
アウトブレイクの一因として、養豚場の大規模化が
ある。国内の豚の飼養状況は、この半世紀で大きく変

1 PED

1992 1993 4) 2005 2007 6)

2.2%
0.0%

1.0%

18.2% 7.5%

2.6% 0.01%

0.0% 0.8%

0.0% 0.0%

25.3% 0.2%

11.7% 1.8%

PED
1996

9 102 81,117
39,539

2013-2014
38 817 1,254,147
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貌している。１９６２年には１，０２５，０００戸存在した豚の飼
養戸数が、１９８３年には約１０分の１の１００，５００戸、２０１３年
には５，５７０戸と２００分の１近くに減少した 5)（図２）。飼
養頭数は、１９６０年では２，６０４，０００頭、１９８５年には約４倍
の１０，７１８，０００頭、２０１３年には９，６２８，５００頭と約１千万頭
を現状維持している（図２）。よって、飼養形態は大き
く変化し、１戸当たりの飼養頭数は２．９頭から１，７２８．６
頭と４００倍以上となり、大規模化している。すなわち、
一旦、ウイルスが農場内に侵入した場合、水平伝播で
豚の集団感染が成立し、ウイルス量が莫大に増幅する
飼養形態となっている。その上、飼養頭数が多いこと
から、飼養管理の従事者が多くなり、飼料運搬車や出
荷トラックの来場は機会が増えるなど外部からのウイ
ルス侵入リスクが増している。それらのことから、農
場バイオセキュリティについては大規模ほど強化しな
くてはならない。

３．PEDの診断
PEDウイルスの分離は依然容易ではないが、診断法

としては次の方法が順次開発された。１９８０年代は、診
断不能であり、「死なないTGE」とされていた。１９９０
年代では、免疫組織化学的染色法（IHC）が開発され 9)、
農林水産省家畜衛生試験場（現動物衛生研究所）から
国内家畜保健衛生所にパラフィン陽性対照標本と診断
用抗PEDウイルスウサギ血清が配布された 13)。２０１３
－２０１４年、確定診断はIHCに依存したが、他の疾病の

診断補助としてPCR法が既に普及しており、PED診
断においても同様に本法は有用であった 7)。また、剖検
所見は、いずれの年代も同様所見であった。重症例で
は、未消化凝集塊を含んだ内容物が腸管外部から透け
て観察されるほど小腸壁は菲薄化していた。粘膜の菲
薄化の原因は小腸絨毛の萎縮である。組織所見では、
絨毛の長さと陰窩の深さの比率は３：１～１：１にな
る。また、萎縮した絨毛を被う粘膜上皮細胞は、立方
化、扁平化あるいは空胞化し、壊死に陥る。それらの
病変は、空腸および回腸において最も著明であった。
感染豚小腸のウイルス抗原は蛍光抗体法あるいはIHC
で容易に検出され、また、透過型電子顕微鏡観察で変
性上皮細胞内に直径７０～１４０nmのウイルス粒子が多
数認められた。
類症鑑別としては、TGE、ロタウイルス病、豚デル
タコロナウイルス病やその他下痢原性細菌ならびに
PEDのnew variantについても注視する必要がある。

４．PED発生後の対策
①　分娩舎へのウイルス侵入を防止する。分娩舎以外
が初発の場合、畜舎内外の消毒に加えて、動線や作
業分担などを見直し、ウイルスの分娩舎侵入防止に
努める。ここの段階で、ワクチン接種しても効果が
認められないとの報告が多いため、交配舎での強制
馴致が試行されている。その定法は、未だなく、各
農場が独自に実施すると被害が大きくなる恐れがあ
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ることから、管理獣医師は１９９０年代の教訓を活かし、
分娩舎移動前に母豚への免疫賦与が完結するよう、
また、給与物内に他の病原体がないことを確認した
のち、ウイルス量を調製するなど苦慮した。しかし、
依然、普遍的に効果がある方法はない。給与物だけ
についても、発症子豚の腸管ミンチ、発症子豚の下
痢便、発症豚の下痢便、発症母豚の残飼、発症豚と
の同居あるいは通路を歩かせるなどの間接接触など
多岐にわたっている。前述の通り、PRRS陽性農場
の場合、PEDウイルスと共にPRRSウイルスの感染
伝播も促すリスクがあるので、要注意である。感作
ウイルス量についても適切量は未だ不明であり、今
後、リアルタイムPCRで推定したり、農場に常在し
た下痢原性細菌が分っていれば、それに対しての抗
生物質添加であったり、慎重な対応が求められる。
少なくとも農場が独自で実施することは止め、獣医
師の責任の下で、農場内ウイルス量を減少させつつ、
その一方で周囲農場へのウイルス伝播を抑制するな
ど両輪への注意が必要である。文頭に分娩舎へのウ
イルス侵入を防止すると記したが、この強制馴致で
は、分娩舎へのウイルス侵入は防止できない。その
侵入したウイルス感染から子豚を守れる抵抗力のあ
る母豚を作り上げることが目標であり、このバラン
スが崩れて、ウイルス量が多くなると子豚の死亡率
が上昇することを心に留めおく必要がある。

②　分娩舎で発生した場合、その発生期間の短縮に努
める。分娩計画を変更・中断する。すなわち、分娩
誘発で予定を繰り上げ、分娩の継続を止める。分娩
２週間前から人工流産させる。分娩子豚を淘汰する。
早期離乳を実施し、分娩舎の余裕、空舎期間を作る。
ポイントは、ウイルスが爆発的に増える要所である
分娩舎にいる新生子豚がいない状態にすることであ
る。常時子豚が生産されていれば、ウイルスが増え
続ける。よって、この時期を断つことは農場内のウ
イルス減少化を促進させる。しかし、この方法は、
養豚従事者のメンタルケアが必要となる。

③　②の対極に、発症子豚の治療がある。PED治療に
は、抗生物質などのような特効薬はない。しかし、
PEDウイルスは、腸管粘膜の吸収上皮細胞を標的と
し、細胞分裂の源である陰窩の幹細胞は死滅しない
ので、個体介護ができれば、４８～７２時間で腸絨毛が
再生し、子豚は快復する。その介護とは、対症療法
であり、水分や電解質、栄養分を補給する。問題は
介護する子豚頭数とマンパワーのバランスである。

まずは、省力的な経口補液を優先する。水にすぐ溶
け、嗜好性が良い経口補液剤（発泡錠）等を使用し
て昼夜問わず子豚が自力で飲めるように飲水カップ
増設などを施す。重症化し、自力で飲めない子豚に
対しては、酢酸リンゲル液など腹腔内補液をする。
分娩直後の母豚の泌乳停止は新生子豚の死亡率に大
きく関与している。そこで、泌乳促進のためのホル
モン剤治療が検討されている。

５．今後のPED防疫体制
まず、秋口からはPED防疫のギアを上げる必要があ
る。PEDは、１年以上継続・散発する常在型も報告さ
れ、また、年中暖かい東南アジアでも常在化している。
その一方で、低温条件もまた、PEDウイルスの環境中
生存期間を延長させ、豚への暴露機会および曝露量が
増え、散発にとどまらず、流行・拡大の引き金となっ
てしまう場合がある。防疫①として、農場に侵入させ
ない。防疫②として、分娩舎を衛る。そのギアチェン
ジのタイミングは、地理的距離の近いところで発生が
あった場合、人、餌、豚関連で関係が深いところで発
生があった場合が目安となる。
養豚団地は運命共同体として、防疫方針を協議し、
統一させ、地域として衛る。
また、更新豚の導入も発生の機会、そして流行の引
き金となりうる。よって、各農場の離れた敷地内に検
疫豚舎を設置すべきである。実際、検疫豚舎の発生で
食い止め、場内豚舎への伝播を防御できた農場もある。
農場内の母豚のPED抵抗性を安定化させる。その
ためには、前述の繰り返しとなるが、既発生農場およ
び未発生農場ともPEDワクチンを接種する。確かに、
現行のPEDワクチンはかつての「豚コレラワクチン」
と比較すると、効果は劣るが、安定的に、かつ未然に
母豚に抵抗性を賦与できる唯一の手段である。
紙袋飼料使用前に表面の消毒をする。
野生動物については、豚舎内へは勿論農場敷地内へ
の侵入防止に努める必要がある。
コマーシャル農場の場合、まずは清浄化ではなく、
コントロールに重点化すべきである。重点は、母豚の
抵抗力をつけ、分娩後の新生子豚の死亡率を軽減化さ
せることである。よって、ワクチン接種は推奨される。
それに対して、GP農場、種豚センターなどは、育種
改良上絶えさせてはならない子豚の分娩予定がない限
り、ワクチン接種なしで清浄化維持に努める必要があ
る。母豚、子豚、育成豚あるいは肥育豚のどのステー
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ジが発生しても、GP農場は発生農場のレッテルが貼
られ、豚の出荷を自粛する必要性が出てくるからであ
る。PEDの陰性証明の基準はまだないが、複数回の糞
便のPCR検査で陰性、血中抗体価２倍未満が求められ
るだろう。よって、コマーシャル農場以上のバイオセ
キュリティの強化が求められる。

６．おわりに
PEDは過去にもパンデミック的越境性の流行拡大
を起こしている。それは１９７０年代前半に英国やベル
ギーで新型コロナウイルス関与の下痢症として報告さ
れ 8)、欧州各国に拡大し、日本を含めたアジアにも広く
伝播し、拡大した 8)。その時は、米国には侵入しなかっ
た。そして、１９９０年代、韓国と日本でアウトブレイク
が起きた時には、欧州でもPEDは離乳後下痢の一つと
して常在していたが、哺乳豚の高致死的な流行は発生
していない。このことから、欧州ではワクチン開発が
求められるような監視伝染病とはなっていない。
PEDウイルスの性状は大きくは変化しておらず、
PEDの流行・拡大は養豚形態・流通の違いにあるので
はないか。欧州、米国そして日本を含めたアジアの養
豚形態・流通の比較検討が今後必要と思われる。
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